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Problems of ‘Leisure Hours Support’ in Welfare Working Facilities

Ⅰ．問題と目的

１．余暇の概念

　「余暇」という言葉は「自分の自由に使える、
余った時間。ひま。いとま。（広辞苑）」という意
味である。これまで余暇は、個人の労働や作業、
勉学などの拘束時間以外の余った時間における活
動として捉えられてきた。すなわち、仕事からの
解放、休息の時間であった。しかし、工業化の進
展など社会的変化に伴い個人に占める自由裁量の
時間が増加したことにより、その活動自体が多く
の価値を持つものとして質的な変化を遂げるよう
になってきた（安井　1998）。つまり、余暇が余
った暇であるという概念から、生活時間の大きな
位置を占め、価値のあるものとしてとらえていく
という、余暇概念の変化がみられているというこ
とである（清水　1979）。一方で、日本における
仕事優先の社会では、未だに自由裁量における「遊
び」は、負の要素として捉えられる傾向が強い（安
井　1998）とされる指摘もある。
　上記の概念変化をふまえ、本研究では、「余暇」
を「余った時間」「仕事以外の時間」として捉え
るのではなく、生活の質向上の観点から余暇を捉
え、個人が「楽しむ時間」として位置づけていく。
２．問題背景

　余暇活動は、ＱＯＬ（quality of life：生活の質）の
構成要素として中核指標の一つであり（Schalock  

2002）、人々の生活をリフレッシュさせたり、活
力を与えたりする重要なものである。そのことは、
障がいを有する人々にとっても同様である。障が
いを有する人々の余暇活動について、学齢期を過
ぎると休日などの余暇時間にテレビを見るなど、
家にいることが多くなり、人との関わりが少なく
なることや、保護者の高齢化により、子どもとの
外出が困難になり、引きこもりがちになることな
どが指摘されている。たとえば、障がいを有する
人の余暇生活の実態調査として、南出ら（1999）
や石黒ら（1999）は、保護者へのアンケート調査
を行い、余暇活動として「テレビ」や「ビデオ」
などを中心とした余暇を過ごしている実態を報告
した。全日本手をつなぐ育成会（2004）が行った
本人や保護者に対するアンケート・インタビュー
調査でも４割の人々がテレビを見て過ごすと回答
しており、家の中での過ごし方についての選択の
幅が限られていることを報告している。
　これらの調査結果から、余暇の活用は当事者の
自由裁量でよいとはいえ、余暇の活動の幅が充実
しているとは言いがたい状況が指摘できる。充実
した余暇を過ごすためには、卒業後においても長
期的な支援と余暇活動が行える場所が必要である
と考えられる。そのためには、周囲の支援や一般
就労先である企業や、福祉的就労の場でのサポー
トが重要になってくる。
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③仕事とは別に行っている活動とその頻度
④年間で計画されている行事やイベント
⑤昼休みの過ごし方
⑥余暇支援の必要性
⑦今後取り組みたい余暇支援と必要とする支援
研究２：ご家族へのアンケート

目的： 余暇支援に対してのニーズや考えを調査
し、家族の願う余暇支援の在り方を把握す
る。

対象： 福祉事業所へのアンケートに協力いただい
た８か所の事業所の内、Ａ事業所を対象に
実施。利用者９人のご家族の方へアンケー
トの協力を依頼。

実施期間：2012年10月16日～10月26日
＜主な質問内容＞
①余暇時間を過ごしている主な相手
②休日に行う活動と平日に行う活動
③余暇支援の必要性
④余暇支援サービスの利用の有無
⑤事業所内での余暇支援の必要性
⑥事業所内での余暇支援に望むもの

以上のデータを整理・分析し、福祉的就労の場に
おける余暇支援の在り方について示唆を得る。

Ⅲ．結果と考察

＜研究１＞

　事業所に行ったアンケート調査の結果から、福
祉的就労の場における余暇支援の現状について以
下の３点が示唆された。
（ⅰ）仕事以外に行っている活動は目的的な余暇

支援より自由度の高い活動となっている。

　事業所の中心となる活動は仕事である。余暇支
援が行われていると考えられる時間は、仕事以外
の時間や活動と推測できる。事業所のアンケート
結果から、仕事以外に行われている活動は、すべ
ての事業所に存在している（表３，４）。しかし、
目的的な余暇支援ということよりは、自由度が高
い、仕事の息抜きや仲間と過ごすお楽しみの時間
という位置付けで考えられている。その内容は、

３．福祉的就労

　福祉的就労とは、障がいにより一般就労が困難
な場合、疾病や障がいに配慮しながら働く場を提
供する福祉サービスのことをさす（依田　2009）。
福祉的就労の場は、我が国には共同作業所、小規
模通所授産施設、入所・通所授産施設、福祉工場
などとして発展してきた。近年は、障害者自立支
援法の下で就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ
型事業所、地域活動支援センターなどにそれぞれ
移行し、民間企業から請け負った仕事をおこなっ
たり、オリジナル製品を製造・販売したりする（依
田　2009）。
　働く活動が中心となる場ではあるが、余暇の時
間も存在する。そこでの余暇支援が課題となる。
４．本研究の目的

　以上のことをふまえ、休日の余暇の充実だけで
はなく、日中の活動の中心となる就労の場におい
て、余暇支援を行うことは、生活全体の質向上に
とって重要であると考えられる。そこで本研究で
は、仕事と余暇の両立という観点に着目しながら、
福祉的就労の場における余暇活動および余暇支援
の実態について調査し、現在の状況を明確にする。
さらに、事業所を利用する利用者のご家族が、余
暇に対してどのような願いを持っているのかを調
査し、事業所と利用者の願いの相互関係から、福
祉的就労の場における余暇支援の在り方について
検討する。

Ⅱ．研究方法

研究１：福祉的事業所へのアンケート調査

目的： 福祉的就労の場における余暇支援の考え方
や実態を調査し、余暇支援に対する現在の
状況を明確にする。

対象： Ｘ県Ｙ市内の社会福祉事業団に登録されて
いる事業所の中から８か所にアンケート調
査を実施。記入者は施設職員の代表者一名。

実施期間：2012年２月21日～３月９日
＜主な質問内容＞
①利用者数と職員数
②活動時間
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お花見やクリスマスなど季節を感じるものから、
仕事の成果を分かち合うような催し物など様々な
活動が計画されている。また、一部の事業所は、
それらの活動を通し、地域社会で生活するための
練習であったり、マナーを覚えたりするための練
習の場として考えているところもあった。比較的
まとまった時間を取りやすい昼休みは、利用者が
自由に使える時間となっている（図１）。昼休み
は利用者の自由な時間であり、この時間を事業所
側が企画した活動に利用することは控えると考え
られる。よって昼休みは休憩としての意味合いが
大きく、午後の仕事に向けての体力温存・回復を
目的としている。
　以上のことから、福祉的就労の場の軸は仕事で
あるという認識が大きいと考えられる。余暇は仕
事の休息としての役割が大きく、目的的な余暇支
援よりも自由度の高い活動を取り入れていると考
えられる。このことは福祉的就労の場における余
暇の重要な機能の一つと考えられよう。
（ⅱ）福祉的就労の場における余暇支援の導入は

制約がある。

　「事業所内での余暇活動や余暇支援は必要だと
思いますか」（図２）の問いに関しての結果から、
「必要性を感じている」と答えた事業所が約６割
であるのに対して、「どちらともいえない」と「ど
ちらかといえば必要ない」と答えた事業所が約４
割と意見が分かれる結果となった。余暇支援の導
入に慎重な考えを示した事業所の理由としては、
「様々な作業活動をしており、時間がなかなかと
れない」といった時間の制約をあげた回答や「就
労支援を主軸としているため、相談程度でよい」
といった目的の違いによる制約をあげた回答があ
った。これは、事業所の運営方針によって変化し
たり、利用者の実態によっても変わってきたりす
るため、判断は難しいが、少なからず仕事と余暇
の両立について福祉的就労の場という環境では難
しさを感じているようである。
　一方で、仕事と余暇を効率よく組み合わせてい
くことで、仕事へのメリハリをつけたり、ストレ
スの軽減が見込まれたりするため、仕事以外の時

間も大切にしていきたいという回答もあった。仕
事以外の時間の目的が余暇支援ではないにせよ、
このような時間を設けることで、仕事の能率アッ
プにつながる。さらに仲間と楽しむ時間から、様々
な経験を通し余暇の充実につながってほしいとい
う願いもあるようである。
（ⅲ）QOL概念が普及している。

　本来は就労支援や日中の活動の場を提供するこ
とが目的である福祉的就労の場において、人との
交流を積極的に取り入れたり、レクリエーション
を行ったりしている。これは、利用者一人ひとり
の生活にあるいは人生に満足感や充実感を感じて
ほしいという QOLの考えが福祉的就労の場に広
く認識されてきていることの表れといえる。福祉
的就労をしている人にとって、１日の生活の大半
を施設で過ごしていることを考えると、自宅での
生活の質はもちろん、日中の活動の場においても
生活の質向上が求めるようになってきた。そのた
め福祉的就労の場で仕事以外の活動の意味が大き
くなりその結果、QOLの概念が普及したと推測
される。
＜研究２＞

　ご家族が余暇支援に求めるものをアンケート結
果より考察し、まとめた結果、次の３点が示唆さ
れた。
（ⅰ）将来を見据えた余暇支援。

　多くの利用者は家族と余暇の時間を過ごし、移
動なども家族の支援の下で行われている。今は利
用者の両親が健康で移動手段などもあるため、余
暇時間の使い方について支援の必要性は少ないと
考えられている。一方で、家族が高齢となったと
きに、どこにも連れて行くことができなくなるこ
とへの不安がある。そのため、将来につながるよ
うな余暇支援を求めている傾向であった（図５）。
（ⅱ）送迎や料金などの負担が少ないものを継続

して。

　余暇支援サービスを利用した人と利用しない人
の共通の意見として、送迎と利用料金が負担とな
っていることが指摘された（図６，７）。余暇支援
サービスが少しずつ展開されていくようになった
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一方で、移動や料金などの点で家族の負担がある
ため、継続した支援が受けられないことが考えら
れる。この負担をできるだけ軽減することができ
れば、余暇支援サービスをもっと利用しやすくな
り、気軽にサービスを受けることができる。
（ⅲ）家族以外の人との関わりや体験を大切にし

たい。

　それぞれの福祉的就労の場で行われている、仕
事以外の活動の中で、家族や職員以外の人との関
わりや体験を大切にしたいという意見が多くあっ
た。仕事以外の活動に期待されていることは、日
頃の疲れを癒したり、運動不足を解消するような
身体面の効果の他に、様々な活動を通じて、自分
の好きなことを見つけたり、新たな自分を発見で
きたりというような心理面の期待も多く見られ
た。これらのことから、福祉的就労の場において、
仕事を中心とした生活の中に、楽しみや息抜きの
ような場面を作ることで、利用者自身の心身の安
定や成長を期待でき、利用者の家族もそれを望ん
でいることが示唆された（図８，９，10）。

Ⅳ．総合考察

　研究１においては福祉的就労の場における余暇
支援の現状について、研究２では、利用者の家族
が余暇支援に求めるものについて、それぞれ述べ
てきた。以上を踏まえ福祉的就労の場における「余
暇支援」の在り方について、以下の２点が示唆さ
れた。
（ⅰ）福祉的就労の場における余暇支援の制約を

解消する。

　福祉的就労の場において、余暇に対する制約が
少なからず存在する。ここで、明確になった制約
としては、「時間的な制約」と「目的の違いによ
る制約」であった。余暇はそれ自体が、一人ひと
りの人生を豊かにするもという特性をもつ。これ
までの余暇の捉え方は次の労働のための体力の回
復、蓄積のための時間という形で捉えられてき
た。また、余暇は大半が家庭で営まれ、同時に余
暇支援も各家庭で行われるものとされ、平日の活
動の場が行うことに制約があるという背景もあ

る。まずは、この状況からの制約の解消が必要で
あると考える。これまでの結果から、福祉的就労
の場にQOLの概念が広まってきていることに加
え、仕事以外の活動がもたらす様々な効果を利用
者の家族も望んでいることが明らかとなった。仕
事以外の活動で期待される様々な効果の中には、
労働に対する息抜きや気分転換の効果も含まれる
が、仕事場の外での体験やふれあいを楽しむこと
による効果も含まれる。こられの体験は、生活を
豊かにし、快適な成人期を過ごすことへつながっ
ていく。つまり、仕事以外に行われている活動に
は、息抜きや気分転換のほかに、人生を豊かにす
る体験が様々な場面で存在しているのである。そ
して、利用者の家族は、その効果も少なからず期
待している。このことをふまえ、福祉的就労の場
では、仕事以外の活動に対し、息抜きや気分転換
の要素のほかに、利用者にとっての体験や仲間と
楽しむことに大きな意味があることを認識するこ
とが大切である。様々な体験や楽しむことに重き
を置いた活動は生活の質向上につながり、豊かに
時間を過ごすための支援である「余暇支援」と言
えるのではないだろうか。よって、福祉的就労の
場における余暇支援の制約を少しでも解消し、余
暇支援を意識した活動に転換していくことが重要
である。そして、家庭と職場の両方で余暇を支え
ていく体制にしていくことが大切である。
（ⅱ）今行っている仕事以外の活動を継続・発展

する。

　働くことを大切にする福祉的就労の場での「時
間がとれない」という時間的な制約の解消は、非
常に難しいことが推測される。加えて、仕事量や
工賃の確保などを考慮すると、現在のスケジュー
ルに新たに余暇支援を目的にした活動を取り入れ
るのは厳しい状況である。無理に新たな活動を組
み入れたとしても、中心である仕事が疎かになる
ようでは利用者の工賃にも関わり、福祉的就労の
目的を果たせなくなってしまう。そこで、新たに
活動を組み入れるのではなく、今現在行われてい
る仕事以外の活動を発展させることが良いと考え
られる。仕事以外に行っている活動の特徴とし
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て、年間で計画されている恒例行事であったり、
曜日で固定した活動、毎日の日課として行われて
いる活動であったりと、固定された計画が多い。
この場合、活動の内容に変化をつけることで期待
感や楽しみが高まることが期待できる。毎年、毎
週、毎日の活動に変化をつけることで、毎日を新
鮮な気持ちで臨むことができる。
　さらに、福祉的就労の場が行っている活動を発
展させることには他に２つのメリットが考えられ
る。１つ目は、家庭の負担が軽減することであ
る。余暇支援サービスを利用するには料金がかか
る。それが家族側の負担となっている現状があ
る。また、送迎も家族の負担となり、余暇支援サ
ービスの利用が浸透しない現状である。しかし、
福祉的就労の場での活動が発展すれば、料金を払
わずに余暇支援を受けることができる。移動の負
担は軽減できないかもしれないが、少なくとも休
日に車を出して送り出すことはない。これにより
家庭の負担は軽減される。２つ目のメリットは、
継続して行えることである。家庭での負担が軽減
され、活動が年間計画の元に行われることになれ
ば、福祉的就労の場を利用している限り、余暇支
援は継続して行うことができる。多種多様な事業
を利用し、手厚い支援を受けることにも良い点は
あるが、利用する福祉サービスが一元化されれば、
利用者やその家族の負担は減りとても利用しやす
くなる。事業所としては支援内容を共有でき、継
続した支援を行うことができる。余暇が充実した
ものになるためには、職場、家庭、地域、個人が
一体となって作り上げていくことが求められる。
このことからも、就労支援と余暇支援をはじめと
する福祉サービスの一元化は非常に大きな意味を
持っていると考えられる。
　本研究の結論として、福祉的就労の場とご家族
の余暇に対する考えや意見を最大限活かすとする
ならば、現在行っている、仕事以外の活動を「余
暇支援」と考え、活動内容の発展とそれを継続し
ていくことが重要であると言える。

Ⅴ．今後の課題

　以上のように示唆された考えを、さらに明確な
ものにするために、幅広いデータ収集と、実践に
よる記録の考察が必要である。
　本研究では、Ｘ県Ｙ市内の事業所を対象として
おり、研究の規模としては小さかった。さらに多
くの事業所の意見や利用者のご家族の考えに触れ
考察を広めていく必要がある。また、今回は就労
継続支援事業Ａ型に属する事業所からはアンケー
トを得られていない。就労移行支援事業や就労継
続支援事業所Ａ型は、より働くことへ力を入れて
いると考えられるため、考察が変化してくると考
えられる。
　ご家族に対するアンケートの中で、高齢になっ
たときの余暇に対する不安が多くみられた。ご家
族へのアンケート調査を行った事業所を利用する
人の多くは、20代だったため、今はそれほど大き
な不安とはなっていないようだった。しかし、将
来を見据えた支援を考えるためにも、利用者の平
均年齢が比較的高い事業所とそのご家族へのアン
ケート調査の必要があると考える。
　仕事以外に行っている活動について、どのよう
な活動をしているかは、アンケート調査で知るこ
とができたが、具体的な内容まで把握することが
できなかった。活動の様子や利用者の反応などを
具体的に記録することで、福祉的就労の場におけ
る余暇支援の有効性や問題点などが分かってくる
と考える。また、長期的に記録をとることで、活
動の発展のための材料になることも考えられる。
よって、今後は長期的な実践の記録をとる必要性
がある。
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